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総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第２４回会合）議事概要 
 
１．各関係機関からエネルギー基本計画の見直し等についてヒアリング。 

 

２．委員からの主な意見は以下のとおり。 

 

＜議論の共通認識＞ 

○ 持続可能性・ＳＤＧｓ達成は共通認識。 

○ Ｓ＋３Ｅは、経団連・日商・連合は支持しているが、消団連は石炭・原発

部分は否定的。 

→（消団連）Ｓ＋３Ｅについては総論賛成。一方、原発が準国産エネルギー

として世界的に自給率に含められている点について消団連は認めていない。

見直してほしい。 

○ いずれの団体も目指している大きな方向性は共有できており、時間軸を適

切に設定して議論することが大切。 

○ 各ステークホルダーの共通認識を明確にするのが良い。次の３点について

は共通。①Ｓ＋３Ｅの考え方、②国民の声を聴いて尊重すべき点、③エネ

ルギーには多様性が求められる点。 

 

＜技術・イノベーション・国際競争力＞ 

○ 独などの欧州でも再エネ、蓄電技術、スマグリ技術など進展しているが、

（国外融通のない）日本こそ堅実に取り組む必要あり。 

○ 経団連・日商は、電力コストアップによりイノベーションを阻害されるこ

とを懸念。消団連は再エネ投資によりイノベーション加速と主張。エネル

ギーは目的ではなく手段であり、前者の意見に賛成。イノベーションが起

きる中で更に相乗的にイノベーションも促進される。 

○ 国の競争力は企業競争力であり、それが消費者のメリットにもなるため、

電力コストと電力の質が重要。利益をもとにイノベーションを加速させる

べきで、石炭火力や原発もグローバルに考えるとノウハウで貢献可能。 

○ １００％完璧なエネルギーはないが、２０５０年に向けてそれに近づける

ため、イノベーション施策が重要。ガラパゴス化は禁物だが、サプライチ

ェーン構築に向けたスケール化の取組みを、人材育成も含め実行してほし

い。 



 

○ ２０５０年に向けたイノベ―ション加速化に向け、現状どのような方向性

を考えているのか。 

→（経団連）供給部分の個別の取組と、システム全体での取組がある。ＣＣ

Ｓ・ＣＣＵＳは適地の問題がある。電力システム改革等と合わせて進める必

要。不確実性に対し、可能性を排除しないことが重要。 

○ 雇用に悪影響を与えない対策は重要だと考えるが、具体的に取り組んでい

る動きはあるか。 

→（連合）３点あり、①日常の労使議論・交渉、②国に対する政策提言、③

国際労働組合総連合（ＩＴＵＣ）における取組。雇用への影響を考慮すべ

き、という考えは、パリ協定の条文にも記載された。 

○ デジタルエコノミーがエネルギーに与える影響を考える必要。ＧＡＧＡ＋

マイクロソフトの時価総額は４兆ドル。一方でトヨタの時価総額は２４兆

円。 

○ 世界のイノベーションは大きな変革期を迎えている。各国・各企業はイノ

ベーション戦略を策定し、ゴールを設定して取組を加速化。 

○ イノベーションは足下で起きていて、２０３０年よりもっと早い時間軸で

スピード感を持った対応が必要では。 

→（経団連）デジタル化変革への対応は重要。最終消費の１／４を占める電

力にも大きな影響。２０３０年ではなく、足下から取り組みを始めている。 

 

＜再エネ＞ 

○ ドイツの再エネ大量導入は電力輸出入が前提。日本は単純に真似できな

い。 

○ 日本は資源に乏しいと言うが、太陽光など自然資源をどう考えているか。 

→（経団連）可能な限り活用していくべきと考えるが、国内需要の全ては賄

えない。 

→（日商）自然エネルギーの活用は重要だが、周波数が安定しない電力品質

は大きな課題。ドイツ・スペイン等、再エネを大量導入している国では同様

の問題が発生。 

○ 地域の特性を生かした二次エネルギーの多様化について、どのような特性

に注目し、具体的にどのような在り方をイメージしているのか。 

→（日商）林業があればバイオマス、水資源が豊富なら小水力、熱源があれ

ば地熱、山間部の風力や空き地の太陽光など、地域特性に応じて選択。 



 

○ 再エネは高コストだが重要な電源であり、使い易いエネルギー源にしてい

くのは企業の使命。 

○ 再エネ促進の重要性は共通認識であり、どれだけ負担するかが議論の焦

点。エネルギーミックスと整合的な負担についてどう考えるか。 

→（経団連）買取総額４～５兆円という認識。際限なく費用がかさむのは許

容できず、上限を設けるべき。 

○ 再エネ電源毎に特徴がある中、それぞれの優先順位をどう考えるか。 

→（経団連）低コスト化が進めば自然と導入が進むと思う。自立化に向かっ

てほしいが、日本のコストは高いのが現状。 

○ プレゼン中に再エネ５０％とあったが、それに対する負担をどう考える

か。 

→（消団連）ＦＩＴ賦課金は高いと思うが、周囲で賦課金を問題視する消費

者はいない。集中投資すれば再エネは更に安価になるはずであり、期待を込

めて当面は耐える。 

 

＜原子力＞ 

○ 日本は電力使用量１兆ｋＷｈ（世界の５％）であり、工業国家として、原

子力も立場を明記していくべきではないか。 

○ 需要側（暮らしとエネルギー）について省エネ・ＤＲの推進は同意だが、

供給側も含めてエネルギー全体で考えると原発は必要。 

○ 「原子力がコスト低減に繋がる」の根拠は何か。再エネのコストは下がっ

ていくが、長期的に見ても原発は安いのか。 

→（日商）現状では燃料費が安い。将来のコスト増など長期的な議論はあり

得るが、小規模原子力などの選択肢を含めて要検討事項。 

○ 日本の原子力政策の説明力が問われている。自国の原子力政策が不透明な

まま、世界に原発を売り込もうとする国という見られ方。原子力政策の体

系を説明しきる覚悟が必要。 

○ エネルギーには文明論の視点が必要。原子力人材を本気で育成する気迫・

覚悟が求められる。 

○ 日本が所有する原子力発電所は良い設備が多い。失敗を封印するのではな

く、うまく活用していく姿勢が必要。諦めた時点でこれまでの技術・人材

が無駄になる。 

 



 

 

＜資源・火力・地政学＞ 

○ 米国からの化石燃料輸入が増加。米露関係の中で日本の化石燃料政策が問

われている。 

○ 日本が世界に誇れる技術は多数ある。例えば石炭火力は高効率で、かつ中

国・インドのように汚染物質を排出しない。特定技術を否定するのではな

く、前向きに捉えたい。 

○ セキュリティとセーフティをどの水準まで求めるか、社会との対話の中で

決めることが重要。その際、経済性と環境適合の視点が必要。 

 セキュリティは自給率やベースロード電源比率について本分科会で議

論すべき。 

 セーフティは原子力規制委員会で議論される内容。 

○ 資源国である米国・ロシア・カナダ・中国も原発を進めており、特定エネ

ルギーの否定は間違った方向性。 

 

＜電力コスト＞ 

○ 震災後、２度にわたり発電コスト検証を行い、データを開示してきたにも

関わらず国民理解が得られていないというのであれば、なにが問題かを明

示すべき。本当に再エネが安いならばＦＩＴは不要であるはず。 

→（消団連）再エネをより安価にすべしという主張であり、足下で安いとは

言っていない。四国電力は稼働しているが１９００億円追加費用かかってい

ると聞いており、本当に安いか疑問。国民の間では、原発は安価で安全とい

う認識はない。 

○ 「コスト合理性に基づいて世界で戦う」とあるが、世界の潮流を捉えたう

えでの発言か。 

→（経団連）ＩＥＡデータでは世界全体の石炭火力は増える見通し。コスト

を無視したエネルギー選択はあり得ないという世界の潮流。 

→（日商）コストを無視したエネルギー選択は起こらない。日本の排出削減

技術はトップクラスであり、削減努力を継続。 

○ 本当に国民全体がＦＩＴ賦課金を許容しているのか。日本の環境配慮製品

の購入意欲はＯＥＣＤ１１か国で最低水準。 

→（消団連）計画停電で始めて待機電力の問題に気づいたように、まずは問

題に気づくこと。その上で、生活と環境問題をつなげていく場を作ってい

く。 



 

 

＜その他＞ 

○ 分散型システム、再エネ、熱電併給、需要側が重要というのは共通認識。 

○ 電力だけでなく６割の熱需要（低温度帯）も含めて重要。 

○ ネガ・エミッションは、国内だけでなく海外にも日本の強みを主張する意

図か。 

→（経団連）然り。日本の誇る技術貢献の造語としてこの言葉を使用。 

○ 日本の国情を踏まえたＳ＋３Ｅが重要。資源制約がある中で、技術・製品

輸出や国際貢献が求められており、その前提として多様性が必要。 

○ エネ基を決定した後、実行・発信していくことが重要。「自分事」として

認識するための場づくりには何が重要か。 

→（消団連）燃調費用・ＦＩＴが上昇する局面でエネルギーに向き合うはず

であり、そのタイミングで正確な情報を伝えていくのが重要。 

 

（以上） 
 


